
議案第 25 号  

 

   生駒市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 上記の議案を提出する。 

 

  平成１８年３月２７日 

                       生駒市長 山 下  真   

 

生駒市介護保険条例の一部を改正する条例 

生駒市介護保険条例（平成１２年３月生駒市条例第１３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条中「平成１５年度から平成１７年度まで」を「平成１８年度から平成２

０年度まで」に改め、同条第１号中「１８，０００円」を「２３，４００円」に

改め、同条第２号中「２７，０００円」を「２３，４００円」に改め、同条第３

号中「３６，０００円」を「３５，１００円」に改め、同条第４号中「４５，０

００円」を「４６，８００円」に改め、同条第５号中「５４，０００円」を「５

８，５００円」に改め、同条に次の１号を加える。 

(6) 令第３８条第１項第６号に掲げる者 ７０，２００円 

第６条第３項中「又は第４号ロ」を「、第４号ロ又は第５号ロ」に、「から第

４号」を「から第５号」に改める。 

第１９条中「第３１条第１項後段」の次に「、第３３条の３第１項後段」を加

える。 

附 則 

（施行期日） 



１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の生駒市介護保険条例（以下「新条例」という｡)の規定は、平成１８

年度以後の年度分の保険料について適用し、平成１７年度分までの保険料につ

いては、なお従前の例による。 

（平成１８年度及び平成１９年度における保険料率の特例） 

３ 介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令の一部を

改正する政令（平成１８年政令第２８号。以下「平成１８年介護保険等改正令

」という｡)附則第４条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する第１号被

保険者の平成１８年度の保険料率は、新条例第４条の規定にかかわらず、次の

各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額とす

る。 

(1) 新条例第４条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員が平成１８年度分の地方税法（昭和２５年法律第２２

６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含むものと

し、同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。以下同じ｡)が課さ

れていないものとした場合、新条例第４条第１号に該当するもの ３０，８

００円 

(2) 新条例第４条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員が平成１８年度分の地方税法の規定による市町村民税

が課されていないものとした場合、同条第２号に該当するもの ３０，８０

０円 

(3) 新条例第４条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員が平成１８年度分の地方税法の規定による市町村民税

が課されていないものとした場合、同条第３号に該当するもの ３８，８０



０円 

(4) 新条例第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員（地方税法等の一部を改正する法律（平成１７年法律

第５号）附則第６条第２項の適用を受けるもの（以下この項において「第２

項経過措置対象者」という｡)に限る｡)が平成１８年度分の地方税法の規定に

よる市町村民税が課されていないものとした場合、新条例第４条第１号に該

当するもの ３５，１００円 

(5) 新条例第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員（第２項経過措置対象者に限る｡)が平成１８年度分の

地方税法の規定による市町村民税が課されていないものとした場合、同条第

２号に該当するもの ３５，１００円 

(6) 新条例第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員（第２項経過措置対象者に限る｡)が平成１８年度分の

地方税法の規定による市町村民税が課されていないものとした場合、同条第

３号に該当するもの ４２，５００円 

(7) 新条例第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員（第２項経過措置対象者に限る｡)が平成１８年度分の

地方税法の規定による市町村民税が課されていないものとした場合、同条第

４号に該当するもの ５０，５００円 

４ 平成１８年介護保険等改正令附則第４条第１項第３号又は第４号のいずれか

に該当する第１号被保険者の平成１９年度の保険料率は、新条例第４条の規定

にかかわらず、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じそれぞれ当該各

号に定める額とする。 

(1) 新条例第４条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員が平成１９年度分の地方税法の規定による市町村民税



が課されていないものとした場合、同条第１号に該当するもの ３８，８０

０円 

(2) 新条例第４条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員が平成１９年度分の地方税法の規定による市町村民税

が課されていないものとした場合、同条第２号に該当するもの ３８，８０

０円 

(3) 新条例第４条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員が平成１９年度分の地方税法の規定による市町村民税

が課されていないものとした場合、同条第３号に該当するもの ４２，５０

０円 

(4) 新条例第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員（地方税法等の一部を改正する法律附則第６条第４項

の適用を受けるもの（以下この項において「第４項経過措置対象者」とい

う｡)に限る｡)が平成１９年度分の地方税法の規定による市町村民税が課され

ていないものとした場合、新条例第４条第１号に該当するもの ４６，８０

０円 

(5) 新条例第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員（第４項経過措置対象者に限る｡)が平成１９年度分の

地方税法の規定による市町村民税が課されていないものとした場合、同条第

２号に該当するもの ４６，８００円 

(6) 新条例第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯

主及びすべての世帯員（第４項経過措置対象者に限る｡)が平成１９年度分の

地方税法の規定による市町村民税が課されていないものとした場合、同条第

３号に該当するもの ５０，５００円 

(7) 新条例第４条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯



主及びすべての世帯員（第４項経過措置対象者に限る｡)が平成１９年度分の

地方税法の規定による市町村民税が課されていないものとした場合、同条第

４号に該当するもの ５４，２００円 

 


